
 

 

ニセコ町人口分析結果（速報版） 

 

＜本資料の位置づけ＞ 

 人口減少社会の克服に向けた取組についてニセコ町の地域特性に応じて進めるた

め、まずは、「ニセコ町総合戦略」（仮称）の検討材料として、客観的データの整

理を進めており、本資料は分析結果の速報版（進捗報告）である。 

 客観的データとして、国勢調査や住民基本台帳などの統計データ及びそれらを活

用した既存推計などを活用しており、その一部は、地域経済分析システム

（RESAS）を活用している。 

 

＜特に議論いただきたい点＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の作業内容＞ 

1. 客観的データ（町統計情報・計画類、町民アンケート調査、地域経済分析システ

ム（RESAS）など）による分析結果の精査・裏づけ ※【ニセコ町人口ビジョン】 

2. 客観的データに基づいた、具体的な取組や施策の「優先順位」及び「目標設定」

の検討・判断 ※【ニセコ町総合戦略】 

3. 地方創生に係る「上乗せ交付金」（平成27年８月計画提出・平成27年度内執行）、

「新型交付金」（平成28年度以降）のエントリーの可能性の検討 

 

1. 分析結果は、ニセコ町の現状・課題や地域特性を客観的に捉えることができるか（＝

実状を的確に反映していないと思われる分析結果はないか） 

2. 「強み・資源」及び「弱み・課題」は、今後、ニセコ町の自治創生の基本目標（重

点化）を議論するための検討材料となることについても見込まれるか。 

3. 今後、特に町民アンケートなどにより裏づけを行うべきものはあるか。 

資料３ 
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2015年8月4日 

０．分析結果のまとめ p.1 

１．人口の現状分析 

 （１） 総人口  p.5 

 （２） 自然増減  p.10 

 （３） 社会増減  p.23 

２．就業・雇用等の状況 p.31 

３．将来人口推計  p.55 



分析結果からは、現時点で次のような「強み・資源」と「弱み・課題」があると考えま
す。今後、さらに詳細な調査及びアンケート調査結果により整理していきます 
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本町の強み・資源と弱み・課題 

 社会増（転出者数と転入者数の差）傾向にある 

 総人口は足元で増加しており、社会増となっています 

 男性女性ともに、30代の純移動数（転入者数と転出者数の

差）が近年増加傾向にあります 

 全国よりも高い合計特殊出生率 

 本町の合計特殊出生率は1.45と道（1.25）や全国（1.38）より

も高いです 

 従事者が全国水準を上回る「農業，林業」 

 男性女性ともに「農業，林業」に従事している女性が多く、従

事者割合も全国よりも高いです 

強み・資源 

 正規職員割合の低さ 

 男性女性ともに、全国水準、北海道水準よりも低くなっていま

す 

 完全失業者の増加と高い完全失業率 

 完全失業者数は、1990年から2010年まで増加し続けていま

す 

 男性女性ともに完全失業率が近年上昇しており、若年層で

著しく上昇しています 

弱み・課題 



分析結果 

 総人口の推移・推計 

 ニセコ町の総人口は、4,929人（2015年3月末現在）です 

 総人口は1980年までは減少傾向にありましたが、1980年以降は

ほぼ横ばいで推移し、近年では増加傾向となっています 

 しかし、近年増加傾向にあったニセコ町の総人口は、2015年以

降、減少に転じると見込まれています  

 年少人口（15歳未満）、生産年齢人口（15～64歳）は減少を続

け、一方で、老年人口（65歳以上）は2060年まで増加すると見込

まれています 

 

 自然増減（出生及び死亡） 

 出生数は1995年の34人から2013年には50人となりおおむね横

ばいから近年では増加傾向で推移してきました 

 一方で死亡数も近年増加傾向にあり、2004年以降、死亡数が出

生数を上回り、自然減となっています  

 母親の年齢別出生数の推移をみると、増減はあるものの、20代

は横ばいで推移し、 30代は増加傾向にあります 

 女性1000人当たりの出生数（出生率）の推移は、近年特に25～

29歳、30～34歳で増加傾向にあります 

 2015年以降15歳～49歳の女性人口は減少傾向になると見込ま

れています 

 

 合計特殊出生率（一人の女性が一生の間に産む子供の平均数）

は1.45（2010年）となっており、北海道（1.25）や全国（1.38）の水

準を上回っています  

 有配偶率（配偶者のいる割合）は、北海道・全国より高い水準であ

るが、有配偶率の推移をみると25年間で男女とも全体的に低下し

ています。特に男性は30～49歳、女性は25～34歳で著しく低下

しています 

 各年代の有配偶率の推移は、全国、北海道、札幌市水準よりは

高いが、近隣の蘭越町、倶知安町に比べれば、低くなっています 

 死亡者数は、80歳以上が全体の約半分を占めており、54歳以下

の割合は1.5%となっています 

 社会増減（転入及び転出） 

 長期的な人口移動の状況は、女性は2005年から2010年にかけ

て、男性は2000年から2005年にかけてその傾向に変化が見られ

ます 

 純移動では、若年層（20歳～24歳）転出超過となっている一方

で、30～44歳では転入超過となっています 
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１．人口の現状分析 



分析結果 

 産業 

 本町は「農業，林業」の従業者が最も多く、 「農林，林業」、「宿泊

業，飲食サービス業」，「卸売業，小売業」で全体の49.7％を占め

ています  

 男女別でみると、男性は「農林，林業」、「宿泊業，飲食サービス

業」、「建設業」の順に多く、女性は、「農業・林業」、「宿泊業・飲食

サービス業」、「医療・福祉」の順に多くなっています 

 男性を年齢別でみると、 39歳以下の男性は「宿泊業，飲食サー

ビス業」 、「農林水産業」の従業者が多くなっています 

 女性を年齢別でみると、 39歳以下の女性は「宿泊業，飲食サー

ビス業」、「医療，福祉」の従業者が多くなっています 

 男性の「正規の職員・従業員」の割合は、47.7％で、全国水準、北

海道水準よりも低い水準にあります 

 女性の「正規の職員・従業員」の割合は29.8％で、男性同様に全

国水準、北海道水準よりも低い水準にあります 

 居住期間別でみると、「1年未満」「1年以上5年未満」で最も多い

のは、 「宿泊業、飲食サービス業」であり、140世帯となっています

い 

 

 

 将来人口推計 

 国立社会保障・人口問題研究所の推計では2040年に4,256人、

2060年には3,503人まで減少すると見込まれています 

 

【シミュレーション1】 

 仮に、合計特殊出生率が2030年までに2.1まで上昇した場合、

2040年の人口は4,489人、2060年には4,045人となる見込みで

す（上記推計より2040年時点で約200人、2060年時点で約500人

多い人口が維持できる） 
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２．就業・雇用等の状況 ３．将来人口推計 



地方版人口ビジョンと総合戦略策定に向けたロジックより 

人口増加（減少の抑制）につなげるための課題を抽出する予定です 

地
方
人
口
ビ
ジ
ョ
ン 

地
方
版
総
合
戦
略 

【財政への影響分析の視点】 

• 税収が十分に確保できるか、
歳出抑制が可能か 

• 将来更新費用を鑑みて公共施
設をこのまま維持できるか 等 

【課題３】 
• 25～44歳の子育て世代は転

入超過であるが、社会増を維
持・促進するために、さらに転
入者数を増やす必要がある 

⇒ 子育て世代の転入者強化 

【課題２】 
• 15～24歳の若年層の転出超
過が目立つ 

⇒進学･就職時期の転出軽減、ＵＩ 
  Ｊターン促進による転入増加 

【課題４】 
• 15～49歳の女性人口は、

1985年から2010年まで増減を
繰り返している 

• 30～34歳の女性の転入者が
多い 

⇒女性の活躍の場の創造、子育 

 てをしながら働ける環境の整備 

【課題５】 

• 全国・北海道水準より高いもの
の、出生数を維持・向上するた
めには出生率向上の余地あり  
⇒ 出生率のさらなる向上 

【まちの強み弱み分析の視点 】 

• 生活環境にかかる施策・事業
の成果が出ているか 等 

【アンケート分析等の視点】 

• 住民の住みやすさや働きやすさ
に関する意識・希望はどうか 等 

【アンケート分析等の視点】 

• 働きやすい、生活しやすいため
に必要な支援策は 等 

【まちの強み弱み分析の視点】 

• 保育所数、公園数など、子育
て環境が充実しているか 等 

【アンケート分析等の視点】 

• 町民の結婚や出産等の意識
や希望はどうなっているか 等 

【アンケート分析等の視点】 

• 子育て、結婚しやすいために必
要な支援策は 等 

中間成果 

施策 

成果 

町民意識 

＜凡例＞ 

【課題６】 
• 男性有配偶率は、30～49歳で
著しく低下している 

• 女性有配偶率は25～34歳で
著しく低下している 

⇒有配偶率の向上、晩婚化の 

  抑制 

【課題１】 
• 失業率は増加傾向にある 

• 正規職員割合が全国、北海道
と比べて低い 

⇒安定した雇用の確保・創出 

＋ 

地域経済・行政の充実 

人口の増加（減少の抑制） 

社会増（減の抑制） 自然増（減の抑制） 

出生数の増加 

子育てしやすい 

× ＋ 出生率の向上 
（若い）女性人
口の増加 

転入者の増加 転出者の減少 

有配偶率 

の向上 

子育て環境 

の改善 

雇用の量及び 

質の確保 

生活環境 

の改善 

結婚しやすい 働きやすい 生活しやすい 

子育て支援 結婚支援 
雇用支援 

産業振興 
生活環境整備 

人口増加（減少抑制）の仮説ロジック 

：課題 

：調査中 

4 



5 

【参考資料】 人口分析（詳細） 
 １．人口の現状分析 

  （１） 総人口 



本町の総人口は、1980年以降横ばいから増加傾向で推移してきたが、今後2060年
には3503人まで減少することが見込まれています 

 1955年に8,435人であっ

た総人口は、1980年ま

でに4,567人まで減少し

ました 

 1980年以降は横ばいで

推移しましたが、2005年

の4,669人から2010年に

は4,823人と近年増加傾

向となっています 

 一方で今後2040年には

2010年に比べ約560人

減少（12%減）すると見

込まれています 

 更に2060年には2010年

に比べ、約1300人減少

（27%減）し、3千人台ま

で人口が減少すると見込

まれています 

 

6 

図1 総人口の推移、推計 

出所： 国勢調査（1955年～2010年）、社人研推計（2015年～2060年） ※RESAS （地域経済分析システム）を使用 
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年 

2005

年 

2010

年 

2015

年 

2020

年 
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年 
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年 

2035

年 

2040
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2045

年 

2050

年 

2055

年 

2060

年 

男 4,110 3,783 3,488 2,743 2,445 2,201 2,254 2,202 2,244 2,209 2,291 2,365 2,374 2,350 2,306 2,246 2,185 2,116 2,036 1,943 1,842 1,735

女 4,325 4,055 3,598 2,982 2,558 2,366 2,339 2,309 2,397 2,344 2,378 2,458 2,450 2,409 2,355 2,291 2,220 2,140 2,053 1,964 1,872 1,768

総人口 8,435 7,838 7,086 5,725 5,003 4,567 4,593 4,511 4,641 4,553 4,669 4,823 4,825 4,759 4,661 4,537 4,404 4,256 4,089 3,907 3,714 3,503
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生産年齢人口及び年少人口が減少する一方、老年人口は2060年には2010年比で
約1.2倍となる見込みです 
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図2 年齢区分別人口の推移、推計 

 生産年齢人口は1980年

以降緩やかに減少し、

2010年以降も減少傾向

で推移すると見込まれて

います 

 老年人口は1980年の

928人から2010年には

1,207人と増加していま

す 

 老年人口は2015年以降

も2040年まで増加し続

ける見込みであり、2060

年には2010年の約1.2

倍の1,503人となる見込

みです 

出所： 国勢調査（1955年～2010年）、社人研推計（2015年～2060年） ※RESAS （地域経済分析システム）を使用 

1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年少人口 3,232 2,827 2,142 1,500 1,136 928 889 794 769 657 613 589 589 576 564 506 448 413 398 385 363 338

生産年齢人口 4,775 4,560 4,478 3,732 3,309 3,062 3,058 2,912 2,950 2,815 2,898 3,027 3,027 2,924 2,783 2,726 2,645 2,503 2,247 2,056 1,947 1,873

老年人口 428 451 466 493 558 577 646 805 922 1,081 1,158 1,207 1,207 1,325 1,413 1,429 1,444 1,488 1,611 1,648 1,597 1,503

928

589

413 338

3,062 3,027

2,503

1,873
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0
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2,000

3,000
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5,000

6,000

人口（人）
社人研推計

生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上）

年少人口（15歳未満）

1980年

1980年

1980年
2010年

2010年

2010年

2040年

2040年

2060年

2040年 2060年

2060年



本町の総人口は、社会増減は増減を繰り返し、自然増減はほぼ横ばいで推移してい
ます 
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図3 出生数、死亡数、転入者数、転出者数の推移 

 1996年以降、転入者

数、転出者数共に、200

～300人の間で増減を繰

り返しています 

 2011年からは転入者数

が転出者数を上回って

推移しています 

 1995年以降、自然増減

はほぼ横ばいで推移し

てきましたが、2004年よ

り死亡数が出生数を上

回り続けています 

出所： 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査 ※RESAS （地域経済分析システム）を使用 

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

転入数（人） 380 251 251 239 237 264 207 261 267 283 282 246 248 228 302 255 257 283 321

転出数（人） 292 289 279 269 226 252 226 226 238 253 229 220 239 214 283 266 242 223 285

出生数（人） 34 34 43 48 33 35 32 49 33 36 25 29 32 41 36 44 44 52 50

死亡数（人） 40 42 42 51 49 38 47 51 28 37 37 48 46 51 52 44 63 58 57
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人口増減では2011年より社会増減は増加傾向が強まる一方、自然増減は近年減少
傾向となっています 
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図4 人口増減の影響度分析 

 社会増減は、2002年より

2010年を除いて増加傾

向にあります 

 一方で1997年と2003年

を除いて、自然増減は減

少傾向（出生数を死亡数

が上回る）にあります 

 自然増減が減少傾向に

あることが、今後の人口

に影響を与えるものと見

込まれます 

出所： 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査 ※RESAS （地域経済分析システム）を使用 

 

1995年

1996年

1997年

1998年

1999年

2000年

2001年

2002年

2003年

2004年

2005年

2006年

2007年

2008年

2009年

2010年

2011年

2012年2013年

△ 25

△ 20

△ 15

△ 10

△ 5

0

5

10

△ 60 △ 40 △ 20 0 20 40 60 80 100

自然増減

（出生－死亡）

（人）

社会増減

（転入－転出）

（人）

社会増社会減

自
然
増

自
然
減



【参考資料】 人口分析（詳細） 
 １．人口の現状分析 

  （２） 自然増減 
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図5 母の年齢別出生数の推移 

女性の年齢別出生数の推移は、20代の出生数が横ばいで推移し、30代以降に出産
する傾向が強まっています 

 20～24歳での出生数

は、2001年をピークに増

減を繰り返し、2005年以

降は横ばいで推移してい

ます 

 25～29歳での出生数

は、2002年をピークに減

少し、2005年以降は横

ばいで推移しています 

 30～34歳、35歳～39歳

での出生数は、2005年

以降は増加傾向で推移

しています 

出所： 人口動態調査（1995年～2013年） 

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

15～19歳 0 0 1 0 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20～24歳 5 4 6 4 4 5 8 5 2 1 3 2 1 3 1 2 3 2 3

25～29歳 14 18 17 12 13 8 19 21 14 10 7 10 12 10 9 9 10 11 10

30～34歳 12 11 11 16 10 14 8 9 7 11 7 20 15 17 21 24 17 11 17

35～39歳 2 7 8 6 4 8 5 3 6 4 3 3 8 7 10 12 14 19 11

40～44歳 1 0 0 0 0 1 1 0 1 2 0 1 2 0 1 1 1 8 6
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図５ 母の年齢別出生数の推移＜1995～2013人口動態調査＞
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女性1000人当たりの出生数（出生率）の推移は、近年20代、30代、40代ともに増加
傾向にあります 
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図6 女性1,000人当たり出生数の推移 

 20代での出生率は増減

を繰り返すも、特に20代

後半においては、2005

年以降増加傾向で推移

しています 

 30代での出生率は、

2005年以降は増加傾向

で推移しています 

 40代での出生率は2011

年以降増加傾向に転じ

ています 

 25～29歳、30～34歳の

出生率（女性1,000人あ

たり出生数）が高くなって

います 

出所： 人口動態調査（1995年～2013年） 

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

15～19歳 0.0 0.0 7.0 0.0 22.9 0.0 8.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20～24歳 31.6 28.2 41.7 27.8 27.8 37.6 68.4 50.5 25.3 12.8 40.5 29.4 13.5 37.0 13.2 29.0 38.0 24.4 41.7

25～29歳 102.9 127.7 132.8 102.6 106.6 65.0 145.0 144.8 95.9 73.0 53.8 89.3 123.7 123.5 96.8 112.5 135.1 164.2 125.0

30～34歳 91.6 87.3 80.9 112.7 71.9 102.2 58.0 66.7 48.6 80.3 46.1 111.7 84.7 93.4 109.9 140.4 111.8 79.7 144.1

35～39歳 15.0 47.0 57.6 42.9 29.4 56.7 39.1 20.7 40.3 26.0 20.7 21.0 52.6 41.2 58.8 64.2 69.3 85.6 53.9

40～44歳 6.1 0.0 0.0 0.0 0.0 7.5 6.9 0.0 6.8 13.6 0.0 6.5 12.1 0.0 6.5 6.8 6.1 47.9 31.7
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図６ 女性1000人当たり出生数の推移＜1995～2013人口動態調査＞
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2015年以降15～49歳の女性人口は減少し続け、2060年には521人と、1985年の約
半分になると見込まれます 
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図7 15～49歳女性人口の推移（1） 

 1985年から2010年にか

けては、15～49歳の人

口は増減を繰り返してい

ました 

 20～39歳の女性人口は

2010年の336人から、

2040年には250人、

2060年には186人にな

ると見込まれています 

出所： 国勢調査（1995年～2010年）、国立社会保障・人口問題研究所推計（2015年～2060年） 
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45～49歳 167 140 170 152 144 137 168 220 182 115 105 113 111 106 97 107

40～44歳 146 157 157 140 155 169 222 183 116 105 113 112 106 97 107 94

35～39歳 151 147 141 135 149 208 175 108 99 107 106 100 92 101 89 76

30～34歳 146 139 133 137 172 172 106 97 106 104 99 90 100 87 75 70

25～29歳 130 117 137 133 132 82 81 91 90 85 77 86 75 64 60 59

20～24歳 117 110 160 124 64 82 90 89 85 77 85 74 64 59 59 57

15～19歳 159 148 144 120 101 103 97 91 83 92 81 69 64 64 62 58
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各年齢の女性人口は、35～44歳では増加傾向にありますが、10代後半～30代前半
の人口は減少傾向にあります 
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図8 15～49歳女性人口の推移（2） 

 15～19歳は、2008年の

122人から2013年には

93人に減少しました 

 20～29歳は、2006年以

降減少傾向にあり、近年

は横ばいで推移していま

す 

 30～34歳は、2009年の

191人をピークに近年減

少傾向にあります 

 35～39歳は、1995年よ

り横ばいで推移していま

したが、2007年を境に増

加傾向となりました 

 40～44歳は、1995年以

降横ばいで推移していま

したが、2011年以降増

加傾向にあります 

出所： 住民基本台帳人口（1995年～2013年） 
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本町の女性の出生数は、25～34歳で、北海道水準や道内他市町よりも高い水準に
あります 
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図9 女性の出生数（千人当たり）、合計特殊出生率比較 

 本町の合計特殊出生率

は1.45であり、北海道の

1.25、全国の1.38よりも

高い水準にあります 

 女性の出生数（千人当た

り）は25～29歳では他と

比べて高い水準にありま

す。 

 30～34歳では倶知安町

よりは低いが、北海道水

準よりも高くなっています 

出所：人口動態調査（2008年～2012年） 

ニセコ町 札幌市 小樽市 蘭越町 倶知安町 北海道 全国 

15～19歳 3.3 3.9 5.2 3.3 4.9 4.6 4.8

20～24歳 30.0 26.4 34.2 49.6 56.8 38.9 36.0

25～29歳 110.8 65.3 72.7 78.0 107.8 81.5 87.0

30～34歳 93.6 76.3 73.9 81.5 97.8 81.3 95.1

35～39歳 44.7 38.1 35.2 40.1 46.3 37.6 45.2

40～44歳 7.6 6.6 6.0 6.1 9.5 6.3 8.1

45～49歳 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2

合計特殊出生率 1.45 1.08 1.14 1.29 1.62 1.25 1.38
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本町の合計特殊出生率は、2008‐2012年で1.45と北海道水準よりも高くなっていま
す 
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図10 合計特殊出生率の推移比較 

 本町の合計特殊出生率

は、1983年から減少傾

向にありましたが、2008

から2012年にかけて増

加しました 

 

出所：人口動態調査（1983～2012年） 

1983-1987年 1988-1992年 1993-1997年 1998-2002年 2003-2007年 2008-2012年 

ニセコ町 1.82 1.78 1.35 1.34 1.12 1.45

札幌市 1.48 1.32 1.18 1.08 1.01 1.08

小樽市 1.35 1.22 1.16 1.07 1.04 1.14

蘭越町 1.84 1.58 1.59 1.66 1.38 1.29

倶知安町 1.90 1.79 1.63 1.43 1.39 1.62

北海道 1.62 1.45 1.33 1.24 1.19 1.25

全国 1.76 1.56 1.44 1.35 1.31 1.38
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1985年と2010年とを比較してみると、全体的に男性有配偶率は低下していますが、
特に30～49歳の有配偶率の低下は著しいです 
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図11 年齢階級別男性有配偶率の推移 

出所：国勢調査（1985年～2010年） 

 男性の有配偶率は、

1985年と2010年を比較

すると、すべての年齢層

で低下しています 

 1985年と2010年を比較

すと、20～24歳で約

7%、25～29歳で約14%

低下しています 

 1985年と2010年を比較

すると、30～49歳でそれ

ぞれ約20%低下していま

す 

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 

15～19歳 0.7% 0.7% 0.0% 0.0% 1.8% 0.0%

20～24歳 14.4% 5.6% 6.4% 12.2% 8.9% 7.1%

25～29歳 42.8% 42.6% 39.1% 27.7% 26.8% 29.3%

30～34歳 72.4% 73.5% 61.8% 56.0% 48.6% 49.4%

35～39歳 83.5% 78.8% 75.9% 75.7% 57.4% 61.3%

40～44歳 93.4% 84.0% 84.2% 78.7% 78.2% 69.8%

45～49歳 95.4% 91.8% 84.6% 84.7% 77.4% 75.7%
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本町の男性有配偶率は、25～39歳で、全国・北海道水準よりも高くなっています 
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図12 年齢階級別男性有配偶率の比較 

出所：国勢調査（1985年～2010年） 

 25～29歳、35～39歳で

は、蘭越町を除いて、他

より高くなっています 

 30～34歳では、全国、札

幌市よりは高い水準にあ

りますが、蘭越町、倶知

安町水準よりは低くなっ

ています 

ニセコ町 札幌市 小樽市 蘭越町 倶知安町 北海道 全国 

15～19歳 0.0% 0.4% 0.2% 0.0% 0.7% 0.3% 0.3%

20～24歳 7.1% 5.0% 6.2% 1.8% 13.6% 6.4% 5.5%

25～29歳 29.3% 25.3% 25.2% 30.8% 28.4% 28.6% 26.2%

30～34歳 49.4% 47.4% 45.1% 50.0% 53.7% 50.0% 49.0%

35～39歳 61.3% 57.7% 55.3% 62.9% 57.3% 59.4% 59.4%

40～44歳 69.8% 63.8% 61.1% 68.6% 66.7% 64.3% 64.9%

45～49歳 75.7% 68.8% 66.2% 68.0% 73.5% 69.5% 69.9%
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1985年と2010年とを比較してみると、全体的に女性有配偶率は低下していますが、
特に25～34歳は30％以上も減少しています 
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図13 年齢階級別女性有配偶率の推移 

出所：国勢調査（1985年～2010年） 

 女性の有配偶率は、

1985年と2010年を比較

すると、すべての年齢層

で低下しています 

 1985年と2010年を比較

すと、20～24歳で約

15%、25～29歳で約

35%、30～34歳で約

30%低下しており、若い

女性の有配偶率の低下

が著しいです 

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 

15～19歳 3.1% 1.4% 0.0% 0.8% 1.0% 0.0%

20～24歳 28.2% 26.4% 14.4% 16.9% 15.6% 12.2%

25～29歳 71.5% 68.4% 64.2% 48.1% 37.1% 35.4%

30～34歳 90.4% 79.9% 80.5% 74.5% 62.8% 59.9%

35～39歳 84.8% 91.8% 83.0% 84.4% 69.8% 74.0%

40～44歳 89.7% 84.7% 86.0% 85.7% 85.8% 71.6%

45～49歳 89.2% 90.0% 85.3% 85.5% 83.3% 86.1%
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本町の女性有配偶率は、特に35～39歳で、全国・北海道・道内他市町村水準よりも
高くなっています 
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図14 年齢階級別女性有配偶率の比較 

出所：国勢調査（2010年） 

 25～29歳では、札幌市、

小樽市よりは高い水準に

ありますが、全国、北海

道水準よりは低くなって

います 

 30～34歳では、全国、北

海道水準よりは高い水

準にありますが、蘭越

町、倶知安町水準よりは

低くなっています 

 

ニセコ町 札幌市 小樽市 蘭越町 倶知安町 北海道 全国 

15～19歳 0.0% 0.6% 0.7% 0.0% 0.8% 0.6% 0.6%

20～24歳 12.2% 7.6% 9.3% 12.7% 15.2% 10.3% 9.3%

25～29歳 35.4% 30.2% 31.4% 41.6% 45.9% 36.4% 36.2%

30～34歳 59.9% 52.1% 51.1% 60.4% 63.6% 57.1% 59.7%

35～39歳 74.0% 60.6% 57.9% 73.8% 72.4% 63.8% 68.6%

40～44歳 71.6% 64.4% 59.1% 72.8% 70.9% 66.6% 72.0%

45～49歳 86.1% 67.7% 64.8% 78.9% 75.8% 70.0% 75.2%
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死亡者数は、80歳以上で全体の約半分を占めており、54歳以下の割合は1.5%と
なっています 
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図15 年齢別死亡者数 

出所：人口動態調査（2013年） 

 80歳以上の死亡者数割

合は51.5%で、全体の約

半分を占めています 

 54歳以下の死亡者数割

合は1.5%です 
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59歳以下の死亡者数は横ばいで推移しており、60歳以上の死亡者数は増減はある
ものの、増加しています 

22 

図16 年齢別死亡者数の推移 

出所：人口動態調査（1999年～2013年） 

 0～59歳の死亡者数は、

近年横ばい傾向にありま

す 

 60歳以上の死亡者数は

増減が激しくなっている

ものの、高齢化に伴い特

に90歳以上では死亡者

数が増加しています 

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 

0～59歳 2 8 7 2 2 3 2 4 5 2 2 3 6 4 3

60～69歳 8 8 4 6 4 8 5 4 4 3 2 8 1 5 11

70～79歳 10 10 11 4 10 9 14 10 11 14 9 19 10 5 19

80～89歳 17 19 10 14 13 16 13 10 21 19 23 21 17 19 21

90歳以上 2 3 11 6 7 4 9 15 11 18 10 8 23 22 13
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【参考資料】 人口分析（詳細） 
 １．人口の現状分析 

  （３） 社会増減 



2000年から2005年にかけて人口移動の傾向に変化が見られ、特に男性の30～44

歳で純移動数の増加幅が大きくなっています 
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図17 年齢階級別人口移動の状況の長期的動向（男性） 

出所：国提供ファイル（国勢調査人口を基に推計） 

 15～19歳では、1980年

から1985年の5年間では

31人減少していました

が、2005年から2010年

の5年間では5人減と減

少幅が小さくなっていま

す 

 30～34歳と35～39歳で

は1995年以降、純移動

数の増加幅が大きくなっ

ています 
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2005年から2010年にかけて人口移動の傾向に変化が見られ、女性の0～9歳、20～
44歳、50～69歳で純移動数がプラスになっています 
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図18 年齢階級別人口移動の状況の長期的動向（女性） 

出所：国提供ファイル（国勢調査人口を基に推計） 

 15～19歳では、2000年

から2005年の5年間では

56人減少していました

が、2005年から2010年

の5年間では19人減と減

少幅が小さくなっていま

す 

 30～34歳では1980年以

降、純移動数がプラスで

推移しており、近年増加

幅が大きくなっています 
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10歳未満や30～44歳の転入が多い一方で、20～24歳の転出が多くなっています 
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図19 年齢区分別、男女別純移動者数 

 10歳未満では26人、30

～44歳では49人の転入

超過となっています。子

育て世代の転入超過が

見られます 

 20～24歳では12人の転

出超過となっており、就

職が要因だと考えられま

す 

出所： 住民基本台帳移動報告（2014年） 
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年齢区分別の住民移動を見ると、20～30代の移動（転入・転出）が多くなっています 
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図20 年齢区分別、転入・転出者数 

出所： 住民基本台帳移動報告（2014年） 

 15～19歳では、16人が

転入し、18人が転出して

います（純移動数△2

人）。進学に伴い、町外

へ転出しているものと考

えられます 

 20～24歳では、30人が

転入し、42人が転出して

います（純移動数△12

人）。就職に伴い、町外

へ転出しているものと考

えられます 

 25～44歳では164人が

転入し、113人が転出し

ています（純移動数51

人）。子育て世代の町内

への転入が確認できま

す 
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20代の転出先としては、近隣の倶知安町への転出が目立ちます 
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図21 20代の転出者の内訳 

出所： 住民基本台帳移動報告（2013年2014年） ※RESAS （地域経済分析システム）を使用 

 20代の転出先としては、

近隣の倶知安町への流

出が目立ち、2013年は9

人、2014年では13人と

なっている 

2013年 

倶知安町 9人 

札幌市南区 2人 

その他 68人 

2014年 

倶知安町 13人 

その他 65人 



30代の転入元としては、2013年では近隣の倶知安町、蘭越町が多く、2014年では札
幌市や小樽市からの転入者が多くなっています 
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図22 30代の転入者の内訳 

 30代の転入元としては、

2013年は近隣の倶知安

町が20人、蘭越町が6人

となっている 

 2014年の30代の転入元

とは、札幌市が11人（豊

平区6人、西区3人、中央

区2人）、小樽市3人と

なっている 

2013年 

倶知安町 20人 

蘭越町 6人 

その他 49人 

2014年 

札幌市豊平区 6人 

小樽市 3人 

札幌市西区 3人 

蘭越町 2人 

札幌市中央区 2人 

恵庭市 1人 

その他 88人 

出所： 住民基本台帳移動報告（2013年2014年） ※RESAS （地域経済分析システム）を使用 



男性は女性に比べて転出数が多く、女性は首都圏からの転入が目立ちます 
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図23 純移動者（男女別）の状況 

出所：住民基本台帳人口移動報告（2013年） 

 男性は女性と比べて、道

内（札幌市内市外とも

に）、首都圏への転出が

目立ちます 

 女性は首都圏からの転

入が目立ち、一方で札幌

市内への転出も多くなっ

ています 
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【参考資料】 人口分析（詳細） 
 ２．就業・雇用等の状況 



産業別就業人口は「農業,林業」「複合サービス業」「宿泊業,飲食サービス業」が高く
なっています 
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図24 産業別就業人口の比較 特化係数分布図（総数）  

 「農業,林業」「複合サー

ビス業」「宿泊業,飲食

サービス業」の順に特化

係数は高くなっています 

 「農業,林業」の特化係数

は、5.73です 

 「複合サービス業」の特

化係数は、3.76です 

 「宿泊業,飲食サービス

業」の特化係数は、3.09

です 

出所：国勢調査(2010年) 
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従業者数は、男女とも、「農業,林業」 「宿泊業,飲食サービス業」 が多く、男性は「建設
業」、女性は「医療，福祉」「卸売業，小売業」で多いです 

図25 男女別従事者数、特化係数 
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出所： 国勢調査（2010年） 

  「農業,林業」 「宿泊業,

飲食サービス業」の特化

係数は全国水準を大きく

上回るとともに、従業者

数も多くなっています 

  「複合サービス業」の特

化係数は全国水準を大

きく上回っていますが、

従業者数は小さくなって

います 

 一方で、「漁業」「鉱業、

採石業、砂利採取業」は

全国水準を大きく下回っ

ています 



産業別従事者数は、「農業,林業」の従事者が最も多く、「農林，林業」、「宿泊業，飲
食サービス業」，「卸売業，小売業」で全体の49.7％を占めています  
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図26 産業別従業者数（総数） 

 産業別従事者数は、農

業・林業、宿泊業・飲食

サービス業、卸売業・小

売業の順に多くなってい

ます 

 農業・林業の従事者数

は、491人です 

 宿泊業・飲食サービス業

の従事者数、は411人で

す 

 卸売業・小売業の従事者

数は、248人です 

出所：国勢調査（2010年） 
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男性の産業別従事者数は、 「農林，林業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「建設業」で
全体の47.9％を占めています 
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図27 産業別従業者数（男性） 

 男性の産業別従事者数

は、農業・林業、宿泊業・

飲食サービス業、建設業

の順に多くなっています 

 農業・林業の従事者数

は、279人です 

 宿泊業・飲食サービス業

の従事者数は、281人で

す 

 建設業の従事者数は、

142人です 

出所：国勢調査（2010年） 
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女性の産業別従事者数は、「農業・林業」、「宿泊業・飲食サービス業」、「医療・福祉」
で全体の57.0%を占めています 
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図28 産業別従業者数（女性） 

 女性の産業別従事者数

は、農業・林業、宿泊業・

飲食サービス業、医療・

福祉の順に多くなってい

ます 

 農業・林業の従事者数

は、212人です 

 宿泊業・飲食サービス業

の従事者数は、193人で

す 

 医療,福祉の従事者は、

155人です 

出所：国勢調査（2010年） 
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39歳以下の男性は「宿泊業，飲食サービス業」 、「農林水産業」の従業者が多く、39

歳以下の女性では、「宿泊業，飲食サービス業」、「医療，福祉」の従業者が多いです 
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図29 主な産業の男女別年齢別従業者数 

 39歳以下の男性では、

「宿泊業，飲食サービス

業」、「農林水産業」「卸

売業，小売業」の順に多

くなっています 

 39歳以下の女性では、 

「宿泊業，飲食サービス

業」、「医療福祉」「卸売

業，小売業」の順に多く

なっています 

出所：国勢調査（2010年） 
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製造業（女） 

運輸業，郵便業（男） 

運輸業，郵便業（女） 

卸売業，小売業（男） 

卸売業，小売業（女） 

宿泊業，飲食サービス業（男） 

宿泊業，飲食サービス業（女） 

医療，福祉（男） 

医療，福祉（女） 

（人） 

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 



39歳以下では、男性女性従業員ともに「宿泊業，飲食サービス業」の割合が最も高く
なっています 
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図30 主な産業の男女別年齢別従業者割合 

 各産業別に見た場合、

39歳以下の男性の割合

が高いのは「宿泊業，飲

食サービス業」で、次い

で「運輸業，郵便業」、

「農林水産業」が高くなっ

ています 

 各産業別に見た場合、

39歳以下の女性の割合

が高いのは「宿泊業，飲

食サービス業」で、次い

で「医療，福祉」、「卸売

業，小売業」が高くなって

います 

 一方で、男性女性ともに

「建設業」の39歳以下の

従業者数割合は低くなっ

ています 

 

出所：国勢調査（2010年） 
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農林水産業（男） 

農林水産業（女） 

建設業（男） 

建設業（女） 

製造業（男） 

製造業（女） 

運輸業，郵便業（男） 

運輸業，郵便業（女） 

卸売業，小売業（男） 

卸売業，小売業（女） 

宿泊業，飲食サービス業（男） 

宿泊業，飲食サービス業（女） 

医療，福祉（男） 

医療，福祉（女） 

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 



本町の正規職員割合は、全国水準、北海道水準よりも下回っています 
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図31 従業上の地位別従事者（総数） 

 正規職員割合は、全国

水準を11.0%、北海道水

準を8.8%下回ｔっていま

す 

 一方で、雇人のいない業

主は4.6%、家族従業者

は9.5%で、全国水準、

北海道水準を上回って

います 

出所：国勢調査（2010年） 

40.1%

49.9%

48.9%

51.1%

1.0%

2.6%

2.0%

2.6%

25.2%

27.3%

27.0%

24.0%

5.3%

5.9%

5.5%

5.3%

3.3%

1.7%

2.2%

2.2%

11.5%

4.5%

6.0%

6.9%

13.4%

1.4%

4.6%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ニセコ町

札幌市

北海道

全国

ニセコ町 札幌市 北海道 全国

正規の職員・従業員 40.1% 49.9% 48.9% 51.1%

派遣社員 1.0% 2.6% 2.0% 2.6%

パート・アルバイト等 25.2% 27.3% 27.0% 24.0%

役員 5.3% 5.9% 5.5% 5.3%

雇人のある業主 3.3% 1.7% 2.2% 2.2%

雇人のない業主 11.5% 4.5% 6.0% 6.9%

家族従業者 13.4% 1.4% 4.6% 3.9%

家庭内職者 0.0% 0.1% 0.1% 0.2%



男性の正規職員割合は、全国水準、北海道水準よりも下回っています 
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図32 従業上の地位別従事者（男性） 

 男性の正規職員割合

は、全国水準を13.9 %、

北海道水準を13.0 %下

回っています 

 一方で、雇人のいない業

主は7.4%、家族従業者

は5.3%、全国水準、北

海道水準を上回っていま

す 

出所：国勢調査（2010年） 

47.7%

61.0%

60.7%

61.6%

0.9%

1.6%

1.4%

1.9%

15.6%

13.6%

12.9%

11.4%

7.2%

8.4%

7.6%

7.1%

5.1%

2.4%

3.2%

3.2%

16.7%

5.7%

8.1%

9.3%

6.7%

0.4%

2.0%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ニセコ町

札幌市

北海道

全国

ニセコ町 札幌市 北海道 全国

正規の職員・従業員 47.7% 61.0% 60.7% 61.6%

派遣社員 0.9% 1.6% 1.4% 1.9%

パート・アルバイト等 15.6% 13.6% 12.9% 11.4%

役員 7.2% 8.4% 7.6% 7.1%

雇人のある業主 5.1% 2.4% 3.2% 3.2%

雇人のない業主 16.7% 5.7% 8.1% 9.3%

家族従業者 6.7% 0.4% 2.0% 1.4%

家庭内職者 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

図27-1 従業上の地位別従業者割合（男）＜2010国勢調査＞



女性も男性同様に、全国水準、北海道水準を下回っています 

41 

図33 従業上の地位別従事者（女性） 

 女性の正規職員割合

は、全国水準を7.2%、北

海道水準を3.9%下回っ

ています 

 一方で、雇人のない業主

は0.9%、家族従業者は

15.4%全国水準を上回っ

ています 

出所：国勢調査（2010年） 

29.8%

35.8%

33.7%

37.0%

1.2%
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2.7%

3.5%
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3.2%
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22.6%

2.6%

7.9%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ニセコ町

札幌市

北海道

全国

ニセコ町 札幌市 北海道 全国

正規の職員・従業員 29.8% 35.8% 33.7% 37.0%

派遣社員 1.2% 4.0% 2.7% 3.5%

パート・アルバイト等 38.3% 44.6% 45.0% 40.9%

役員 2.6% 2.8% 2.8% 2.9%

雇人のある業主 0.8% 0.8% 0.9% 0.9%

雇人のない業主 4.6% 3.0% 3.2% 3.7%

家族従業者 22.6% 2.6% 7.9% 7.2%

家庭内職者 0.0% 0.2% 0.2% 0.4%

図27-2 従業上の地位別従業者割合（女）＜2010国勢調査＞



居住期間が1年未満の世帯では、「宿泊業、飲食サービス業」に従事する世帯が最も
多くなっています 
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図34 主な産業の居住期間別世帯数 

 1年未満、1年以上5年未

満で最も多いのは、「宿

泊業，飲食サービス業」

であり、140世帯となって

います 

 1年未満では「生活関連

サービス業，娯楽業」が

続きます 

 1年以上5年未満も同様

に「生活関連サービス

業、娯楽業」が続きます 

 

出所：国勢調査（2010年） 
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（世帯） 

1年未満 1年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上20年未満 

20年以上 出生時から 不詳 



各産業中、5年未満の居住期間である世帯の割合が高いのは、「学術研究，専門・技
術サービス業」に従事している世帯です 

43 

図35 主な産業の居住期間別世帯数の割合 

 「学術研究，専門・技術

サービス業」に次いで多

いのは、「宿泊業，飲食

サービス業」、「生活関連

サービス業，娯楽業」で

す 

出所：国勢調査（2010年） 
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運輸業，郵便業 
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学術研究，専門・技術サービス業 

宿泊業，飲食サービス業 

生活関連サービス業，娯楽業 

教育，学習支援業 

医療，福祉 

サービス業（他に分類されないもの） 

公務（他に分類されるものを除く） 

分類不能の産業 

非就業者 

1年未満 1年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上20年未満 

20年以上 出生時から 不詳 



居住期間が5年未満の世帯数の割合は、札幌市と同様の水準で、小樽市、蘭越町よ
りは高くなっています 
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図36 居住期間別世帯数の割合の比較 

 居住期間5年未満の世

帯数の割合は、30％を

超えています 

 次いで「20年以上」、「10

年以上20年未満」の割

合が高くなっています 

出所：国勢調査(2010年) 
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札幌市 

小樽市 
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倶知安町 

1年未満 1年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上20年未満 

20年以上 出生時から 不詳 



20～24歳の男性の労働力率は、約85%まで低下しています 
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図37 男性年齢階級別労働力率の推移 

出所：国勢調査（1985年～2010年） 

 2000年以降、20～24歳

の男性の労働力率が低

下しています 

 1995年までは95％超で

したが、2000年以降は

低下しています 

15～19歳男 20～24歳男 25～29歳男 30～34歳男 35～39歳男 40～44歳男 45～49歳男 50～54歳男 55～59歳男 

1985年 21.2% 100.0% 99.3% 100.0% 99.4% 99.2% 98.7% 99.0% 95.7%

1990年 31.7% 97.8% 99.3% 100.0% 98.7% 98.9% 100.0% 97.3% 98.9%

1995年 16.7% 97.3% 99.1% 98.8% 99.3% 99.4% 98.4% 99.2% 97.2%

2000年 14.2% 87.8% 94.8% 97.4% 98.7% 98.6% 97.2% 96.5% 94.0%

2005年 21.1% 91.1% 100.0% 97.8% 94.6% 98.3% 98.7% 97.8% 94.2%

2010年 20.7% 85.7% 97.6% 94.9% 94.6% 98.1% 97.0% 96.5% 92.7%
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女性の労働力率は25歳以上で上昇しており、特に25～29歳で大きく上昇しています 
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図38 女性年齢階級別労働力率の推移 

出所：国勢調査（1985年～2010年） 

 女性の労働力率のグラ

フが、25歳以上で上昇し

ています 

 25～29歳の女性の労働

力率が増加し続けていま

す。25～29歳は1985年

に61.5％でしたが、2010

年には75.6％となってい

ます 

15～19歳女 20～24歳女 25～29歳女 30～34歳女 35～39歳女 40～44歳女 45～49歳女 50～54歳女 55～59歳女 

1985年 25.2% 84.6% 61.5% 56.8% 72.2% 80.8% 78.4% 67.2% 67.0%

1990年 34.5% 87.3% 64.1% 69.8% 64.6% 78.3% 80.7% 75.1% 66.5%

1995年 22.2% 87.5% 62.8% 60.9% 72.3% 75.8% 78.8% 72.7% 66.7%

2000年 15.0% 80.6% 72.9% 54.7% 74.8% 82.1% 74.3% 75.4% 63.4%

2005年 10.9% 76.6% 76.5% 76.7% 77.2% 80.6% 80.6% 75.6% 69.4%

2010年 16.5% 75.6% 75.6% 65.1% 67.3% 78.7% 77.4% 71.3% 60.8%
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本町の完全失業者数は、男女共に1990年から増加しつづけています 
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図39 男女別完全失業者数の推移 

 本町の完全失業者数

は、1990年から男女とも

に増加傾向が続いてお

り、2010年の男性の完

全失業者数は3176人、

女性の完全失業者数は

70人となっています 

出所：国勢調査（1985年～2010年） 

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 

総数男 34 38 38 49 120 176

総数女 8 2 21 24 42 70
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男性の年齢別完全失業率を見ると、2000年から2010年にかけて上昇しており、特に
20～39歳で高くなっています 

48 

図40 男性年齢別（20～49歳）完全失業率の推移 

出所：国勢調査（1985年～2010年） 

 2000年から2010年にか

けて、20～24歳の上昇

幅は大きく、5.1％から

23.6％へと大幅に上昇し

ています 

 2000年から2010年にか

けて、30～34歳の上昇

幅は大きく、4.4％から

16.7％へと大幅に上昇し

ています 

※参考値： 20歳～24歳男

性の完全失業率 全国

11.0％、北海道12.8％

（いずれも2010年のデー

タ） 

 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 

20～24歳男 3.0% 4.6% 5.6% 5.1% 7.6% 23.6%

25～29歳男 4.6% 1.5% 4.4% 1.4% 12.6% 15.8%

30～34歳男 2.6% 0.0% 2.5% 4.4% 9.1% 16.7%

35～39歳男 1.2% 1.3% 0.0% 3.3% 4.9% 12.4%

40～44歳男 1.7% 0.0% 3.0% 2.9% 7.0% 7.5%

45～49歳男 0.0% 0.8% 2.2% 4.1% 8.9% 9.1%
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男性と同様に、完全失業率が2000年から2010年にかけて上昇しており、特に20～
29歳で高くなっています 
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図41 女性年齢別（20～49歳）完全失業率の推移 

出所：国勢調査（1985年～2010年） 

 女性の中でも20～29歳

の完全失業率が高く、特

に2005年から2010年に

かけて、大幅に上昇して

います 

※参考値： 20歳～24歳女

性の完全失業率 全国

8.7％、北海道10.3％（い

ずれも2010年のデータ） 

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 

20～24歳女 2.0% 0.0% 2.9% 6.0% 12.2% 29.0%

25～29歳女 0.0% 1.3% 7.0% 8.2% 8.9% 14.5%

30～34歳女 1.2% 1.0% 3.7% 1.3% 3.8% 3.6%

35～39歳女 1.8% 0.0% 0.0% 2.0% 7.0% 9.3%

40～44歳女 0.8% 0.0% 0.8% 0.9% 2.4% 6.0%

45～49歳女 0.8% 0.0% 2.2% 0.0% 1.7% 1.9%
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未婚男性の年齢別完全失業率を比較して見ると、各年齢ともに北海道水準、道内他
市町水準よりも高くなっています 

50 

図42 未婚男性における年齢別完全失業率の比較 

出所：国勢調査（2010年） 

 特に、45～49歳の完全

失業率が他と比べて高く

なっています 

ニセコ町 札幌市 小樽市 蘭越町 倶知安町 北海道 

25～29歳 22.6% 15.6% 20.2% 11.7% 15.2% 13.6%

30～34歳 24.0% 15.6% 19.8% 3.7% 12.7% 14.0%

35～39歳 23.9% 15.3% 23.0% 14.3% 13.7% 14.5%

40～44歳 22.7% 17.2% 23.1% 10.5% 19.1% 15.4%

45～49歳 48.0% 17.8% 27.1% 15.4% 16.8% 17.7%
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未婚男性と同様に、未婚女性の完全失業率も北海道水準、道内他市町と比べて高
く、特に25～29歳で高くなっています 
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図43 未婚女性における年齢別完全失業率の比較 

出所：国勢調査（2010年） 

 25～29歳の完全失業率

が他と比べて高くなって

います 

ニセコ町 札幌市 小樽市 蘭越町 倶知安町 北海道 

25～29歳 18.6% 9.8% 11.6% 7.0% 11.4% 9.5%

30～34歳 7.5% 10.1% 12.6% 3.0% 5.2% 9.9%

35～39歳 15.2% 10.3% 14.8% 12.0% 7.3% 10.6%

40～44歳 17.2% 10.4% 14.5% 14.3% 11.3% 10.9%

45～49歳 0.0% 10.7% 11.1% 0.0% 10.2% 11.0%
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有配偶男性の年齢別完全失業率を比較して見ると、30～39歳で北海道水準、道内
他市町水準よりも高くなっています 
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図44 有配偶男性における年齢別完全失業率の比較 

出所：国勢調査（2010年） 

 30～39歳の完全失業率

が他と比べて高くなって

います 

ニセコ町 札幌市 小樽市 蘭越町 倶知安町 北海道 

25～29歳 0.0% 3.2% 3.7% 0.0% 0.7% 4.5%

30～34歳 9.6% 2.7% 2.6% 0.0% 2.3% 2.5%

35～39歳 5.8% 2.4% 2.1% 0.0% 1.6% 2.1%

40～44歳 1.8% 2.7% 2.7% 0.9% 1.9% 2.0%

45～49歳 1.6% 2.7% 3.1% 3.5% 2.8% 2.2%
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有配偶男性と異なり、有配偶女性の完全失業率は40～49歳で北海道、道内他市町
に比べて低くなっています 
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図45 有配偶女性における年齢別完全失業率の比較 

出所：国勢調査（2010年） 

 35～39歳の完全失業率

が他と比べて高くなって

います 

 一方で40～49歳の完全

失業率は他と比べて低く

なっています 

ニセコ町 札幌市 小樽市 蘭越町 室蘭市 北海道 

25～29歳 5.9% 5.8% 6.0% 0.0% 4.0% 5.0%

30～34歳 0.0% 4.9% 4.9% 0.0% 3.4% 3.8%

35～39歳 5.4% 3.7% 3.4% 1.4% 2.0% 3.1%

40～44歳 2.2% 3.5% 2.8% 1.3% 3.8% 2.7%

45～49歳 1.1% 2.8% 1.9% 1.0% 2.0% 2.4%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%
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【参考資料】 人口分析（詳細） 
 ３．将来人口推計 



2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

パターン１ 4,823 4,825 4,759 4,661 4,537 4,404 4,256 4,089 3,907 3,714 3,503

パターン２ 4,823 4,825 4,774 4,695 4,594 4,485 4,353

4,256 

3,503 

4,823 

4,353 

3,000

3,250

3,500

3,750

4,000

4,250

4,500

4,750

5,000

総人口

（推計）

（人）

パターン１

パターン１：国立社会保障・人口問題研究所推計準拠

パターン２：日本創成会議推計準拠

パターン２

現在の推計データでは、2035年に4,500人を下回ると推計されています 

図46 パターン１とパターン２の総人口推計の比較 
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出所： 社人研推計に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成  ※RESAS （地域経済分析システム）を使用 

 国立社会保障・人口問題

研究所の推計では2010

年に4,823人だった人口

が2040年までに、4,256

人まで減少すると見込ま

れています 

 日本創成会議の推計で

は2010年に4,823人だっ

た人口が2040年までに

4,323まで減少すると見

込まれています 

（再指摘） 

社人研推計と増田レポートの
各推計の前提を、町民に分か
るように補足して下さい。 



人口の3つの減少段階の中で、本町は2045年までは第1段階、それ以降は第2段階
になると見込まれます 
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図47 人口の減少段階 

 2045年までは老年人口

（65歳以上）が増加、生

産年齢・年少人口が減少

し（第1段階）、それ以降

は老年人口が維持・微

減、生産年齢・年少人口

が減少する（第2段階）と

見込まれています 

出所：国勢調査(2010年)、国立社会保障・人口問題研究所推計(2015年～2060年) 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 

総人口 100 100 99 97 94 91 88 85 81 77 73

年少人口 100 98 96 86 76 70 68 65 62 57 54

生産年齢人口 100 97 92 90 87 83 74 68 64 62 58

老年人口 100 110 117 118 120 123 133 137 132 125 117
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【第１段階】 
老年人口増加 
年少・生産年齢人口減少 

【第２段階】 
老年人口維持・微減 
年少・生産年齢人口減少 



2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

パターン１ 4,823 4,825 4,759 4,661 4,537 4,404 4,256 4,089 3,907 3,714 3,503

パターン２ 4,823 4,825 4,774 4,695 4,594 4,485 4,353

シミュレーション１ 4,823 4,821 4,761 4,702 4,642 4,573 4,489 4,389 4,276 4,163 4,045

シミュレーション２ 4,823 4,707 4,564 4,426 4,293 4,162 4,022 3,872 3,727 3,586 3,447

4,256 

3,503 

4,823 

4,353 

4,489 

4,045 

4,022 

3,447 

3,000

3,250

3,500

3,750

4,000

4,250

4,500

4,750

5,000

総人口

（推計）

（人）

パターン１

パターン１：国立社会保障・人口問題研究所推計準拠

パターン２：日本創成会議推計準拠

シミュレーション１：パターン１において、合計特殊出生率が平成42

（2030）年までに人口置換水準（2.1）まで上昇すると仮定

シミュレーション２：パターン１において、合計特殊出生率が平成42

（2030）年までに人口置換水準（2.1）まで上昇し、かつ移動（純移

動率）がゼロ（均衡）で推移すると仮定

パターン２

シミュレーション１

シミュレーション２

 

合計特殊出生率が2030年までに2.1まで上昇しても、現在よりも人口が減少しますが 

現状推計より2040年時点で約200人、2060年時点で約500人多くなる見込みです 

図48 総人口推計結果の比較（合計特殊出生率増、転出抑制シナリオ） 
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出所： 社人研推計に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 ※RESAS （地域経済分析システム）を使用 

 国立社会保障・人口問題
研究所の推計を基に、そ
れぞれ2つの仮定でシ
ミュレーションを実施しま
した 

 国立社会保障・人口問題
研究所の推計を基に合
計特殊出生率が2030年
までに2.1まで上昇したと
仮定すると、2040年の人
口は4,489人の確保が期
待できます 

 合計特殊出生率が2030
年までに2.1まで上昇し、
人口移動がゼロとなった
と仮定すると、2040年の
人口は4,022人の確保が
期待できます 

※本町の場合、現状社会
増となっており、シミュレー
ション２で移動がゼロと仮定
すると、パターン２よりもさら
に減少してしまうことに留意
する必要がある 



2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

パターン１ 25.0% 27.5% 29.7% 30.7% 31.8% 33.8% 37.8% 40.3% 40.9% 40.5% 40.5%

シミュレーション１ 25.0% 27.5% 29.7% 30.4% 31.1% 32.5% 35.9% 37.6% 37.3% 36.1% 35.0%

シミュレーション２ 25.0% 28.1% 30.6% 31.6% 32.4% 33.8% 36.8% 38.0% 36.4% 33.9% 32.5%

37.8%

40.5%

25.0%

35.9%
35.0%

36.8%

32.5%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

老年人口比率（％）
パターン１

パターン１：国立社会保障・人口問題研究所推計準拠

シミュレーション１：パターン１において、合計特殊出生率が平成42

（2030）年までに人口置換水準（2.1）まで上昇すると仮定

シミュレーション２：パターン１において、合計特殊出生率が平成42

（2030）年までに人口置換水準（2.1）まで上昇し、かつ移動（純移

動率）がゼロ（均衡）で推移すると仮定

シミュレーション２

シミュレーション１

合計特殊出生率が2030年までに2.1まで上昇した場合の人口の推計では、現状推計
より2040年時点で約2％、2060年時点で約5％低くなる見込みです 

図49 老年人口比率の長期推計 
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出所： 社人研推計に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 ※RESAS （地域経済分析システム）を使用 

 国立社会保障・人口問題

研究所の推計を基に、そ

れぞれ2つの仮定でシ

ミュレーションを実施しま

した 

 国立社会保障・人口問題

研究所の推計を基に合

計特殊出生率が2030年

までに2.1まで上昇したと

仮定すると、2040年の老

年人口率は35.9%まで、

2060年には35.0％まで

低減化が期待できます 

 加えて、移動をゼロとし

た場合は、 2040年時点

では差はわずかだが、 

2060年には32.5％まで

低減化が期待できます 
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